
○○自治区市民会議規約　サンプル
平成　　年　　月　　日制定

第１章　総則

（趣旨）
第１条　この規約は、大東市自治基本条例の趣旨に基づき、市民が地域で事業を実施するなどして主体的にまちづくりに参加し、住民自治の推進を図るため、市民が集まり、まちづくりの課題について議論し、交流するために○○自治区内に設立された大東市全世代地域市民会議の運営について必要な事項を定めるものとする。
（名称および事務局）
第２条  この会議の名称は、○○自治区全世代地域市民会議（以下「市民会議」という。）とし、事務局を○○公民館内（大東市○○番○○号）に置く。
（対象地域）
第３条  市民会議の対象地域は、○○自治区内（以下「地区内」という。）とする。
（目的および活動）
第４条  市民会議は、（地区内の住環境について、それぞれの立場から広く意見を交換し、地区内の住環境の全体構想を追及し、）住民自治を促進することを目的とし、次に掲げる活動を行う。
(1) 地区内の住民福祉、生涯学習などに関する活動
(2) 地区内の住民が生活する上で必要な住環境に関する活動
(3)　地区内の住民の防犯・災害対策に関する活動
(4)　地区内の中学校の教育環境の向上に関する活動
 (5)　前各号に掲げるもののほか、市民会議の委員長が必要と認める活動

第２章　組織
（会員）
第５条　市民会議の会員は、次に掲げる者のうち市民会議の設立の趣旨に賛同するものとし、入会・脱会は妨げないものとする。
(1) 地区内に居住する者
(2) 地区内に在勤（他市より）する者
(3) 地区内に在学（他市より）する者　　　　
(4) 前３号に掲げる者のほか、市民会議の会長が必要と認めるもの
（役員）
第６条　市民会議の役員は、次のとおりとする。

　(1) 会長　　　１名

　(2) 副会長　　○名

　(3) 事務局長　○名　　　　
　(4) 幹事　　　○名

　(5) 会計　　　○名

(6) 部会長　　各部会○名
　(7) 監査委員　○名　　　　　
２　前項の役員は、第１０条に規定する総会において選出する。
（役員の職務）
第７条　市民会議の役員の職務は、次のとおりとする。

(1) 会長は、市民会議を代表し、会務を統括する。

(2) 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。

(3) 事務局長は、市民会議事務を統括し、議事録を作成・保管する。

(4) 幹事は、市民会議運営を補佐する。

(5) 会計は、市民会議の会計事務を処理する。

(6) 部会長は、各部会を主催し統括する。
(7) 監査委員は、市民会議の会計および事業の執行状況を監査し総会に監査報告を行う。

（役員の任期）
第８条　市民会議の役員の任期は○年とする。ただし、再任は妨げない。

２　補欠により選出された役員の任期は、前任者の残任期間とする。

第３章　会議　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（会議）
第９条　市民会議の会議は、総会、運営委員会（および部会）とする。

２　市民会議の事業計画、事業報告、予算および決算については、地区内に広く周知する
ものとする。

（総会）
第１０条　市民会議の総会は、市民会議の最高審議および決議機関とする。
２　総会は、毎年1回、定期総会を開催するほか、会長が必要あると認めた場合または
３分の１以上の会員から請求があった場合は、臨時総会を開催することができる。

３　総会は会長が招集する。

４　総会の議長は、総会の出席者から選出する。

５　総会は、○○名以上の役員が出席し、かつ当該出席する役員と同数以上の会員が出席した場合に成立するものとする。この場合において、委任状を提出した役員は、出席したものとみなすこととする。
６　総会が決議する事項は、次のとおりとする。
(1) 市民会議の役員の選出に関すること。
(2) 市民会議の規約の変更に関すること。

(3) 市民会議の活動計画、予算、活動報告および決算に関すること。

(4) 市民会議の目的および活動に関すること。
(5) 前各号に掲げるもののほか、重要な事項に関すること。
７　総会の決議は、出席者（委任状を提出した役員を含む。）の過半数によって決するものとする。ただし、可否同数の場合は議長の裁決により決定する。

（運営委員会）
第１１条　市民会議の運営に関する事項および総会に諮るべき事項を審議決定するため、市民会議に運営委員会を置く。

２　運営委員会は、第６条第１項各号に掲げる役員により構成する。

３　運営委員会は、会長が招集する。

４　会長は、運営委員会の議長となる。

５　会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見を求めることができる。
６　運営委員会は、総会への決議事項をまとめ、審議を経て、総会に諮るものとする。ただし、緊急を要する議案は、直接総会に諮り審議・議決することができる。

（部会）　　　　　　
第１２条　市民会議の総会で決定された方針に基づき、施策を検討および実施するため、市民会議に次に掲げる事業部会（以下「部会」という。）を置く。

(1) ○○部会　○○に関する施策を検討および実施
(2) ○○部会　○○に関する施策を検討および実施

(3) ○○部会　○○に関する施策を検討および実施

  (4) その他　地区内の全体に関わることや個別に対策が必要な問題に対する施策を検討および実施
２　部会は、運営委員会から推薦を受けた者および各分野に精通している者、話しあうテーマに興味・関心を持つ者のうち、運営委員会において承認された者により構成する。

３　部会は必要に応じて、部会長が招集する。

４　部会長は、部会の議長となる。

５　部会長は、必要があると認めるときは、部会員以外の者を出席させ、意見を求めることができる。
６　部会長は、意見集約会を設置し、色々な媒体を通じて、広く地区内の住民の声を収集することができる。

７　部会長は、部会の会議内容について運営委員会に報告および提案を行うものとする。

　
第３章
会計

（会計年度）
第１３条　市民会議の会計年度は、毎年４月１日から翌年の３月３１日までとする。

（事業報告および決算）
第１４条　市民会議の事業報告および収支決算等に関する書類は、委員長が作成し、運営委員会に諮り、監査委員の監査を受け、総会の承認を受けものとする。

第４章
その他

（補足）

第１５条　この規約に定めるもののほか、市民会議の運営に関し、必要な事項は運営委員会が定める。

附　則

（施行期日）

１　この規約は、平成　年　月　日から施行する。

（会計年度）

２　平成　年度に限り、会計年度は施行の日の属する年度の３月３１日までとする。
話合いの機会を持ってください





他にもあれば記載して下さい





部会があれば記載して下さい





部会があれば記載して下さい





部会があれば記載して下さい





部会を設置する場合








